
現状の水害リスク情報や取組状況の共有

資料２－２



（１）流域の概要
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○荒川は、甲武信ヶ岳（標高2,475m）に源を発し、埼玉県中央部、東京都都市部を流下し、東京湾に注ぐ
一級河川である。

○中流部から下流部にかけ市街地が広がり、特に下流部は人口・資産が集中した低平地であり、流域内に
は新幹線をはじめとするＪＲや私鉄各線、高速道路や国道など基幹交通網が整備されており、わが国の
政治・経済の中枢となる区域を流下している。

荒川

中川

◆下流部：放水路区間の状況

荒川荒川旧川

◆中流部：広大な高水敷

荒川

◆上流部：山間部の状況

現在の土地利用(H21)
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荒川本川は、中流部に大きな高水敷を有し、最大で2.5kmの川幅
22ｋから下流の放水路区間は約0.5kの川幅
寄居までの上流部では、1/10～1/400の急勾配、寄居から秋ヶ瀬

までの中流部では1/400～1/5,000、秋ヶ瀬から河口までの下流部
（感潮域）では1/5,000～1/10,000

河道特性

①横断図（1１0k地点) ②横断図（35k地点) ③横断図（10k地点)

河床勾配

河口からの距離と川幅

こ ぶ し が た け

＜流域の諸元＞

流域面積：約2,940km2

幹川流路延長：約173km

流域内人口：約980万人
出典：「H22.3河川現況調査」

土地利用

※「荒川総合調査報告書」より作図

流域の状況
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流域の概要（１）



浸水が想定される地下鉄
浸水が想定されない地下鉄

北千住駅

上野駅

東京駅

首都東京を貫流し、沿川の土地利用は高密度に進展しており、また下流沿川はゼロメー
トル地帯が広範囲に広がっていることから、氾濫した場合の被害は甚大となる。また、水害
に対して脆弱な地下空間が多数存在している。

明治42年 昭和7年 平成7年

※下流側からみた横断図

Ａ B

荒川右岸 1.75km

東京都江東区付近

江東地区では、地盤高が満潮時の平均海面高より低い土地で
ある、ゼロメートル地帯が広く存在
地下水のくみ上げ等が原因で昭和20年代頃から地盤沈下が顕

在化（現在では、地下水の汲み上げ規制により収束化傾向）
最も沈下した地域では沈下量4.5mを記録

ゼロメートル地帯

出
典

東
京
都
建
設
局
河
川
部
デ
ー
タ
に
加
筆

※ A.P(Arakawa Peil)とは、荒川工事基準面のことで、標高(T.P)0mのとき、A.P+1.134mとなる。

B

Ａ

浸水区域は、8区、約4,900ha。浸水想定区域内の人口は約68万人、家
屋数は約31万戸、想定被害額は約22兆円
（※右岸の21.0k地点（岩淵地点）が破堤した場合の氾濫被害）

荒川が破堤した場合、被害は甚大

銀座

銀座浸水イメージ図 地下空間の被害

放水路完成後に都市化が進む荒川下流域

荒川が氾濫すると、地下鉄網の半
分が浸水する等、被害は甚大
足立区北千住付近で堤防決壊を

想定してシミュレーションを行うと、
北千住駅で地下鉄内に流入した
氾濫水は約3時間で東京駅周辺に
到達 3

流域の概要（２）



○明治から昭和初期にかけて下流域で延長22kmの放水路を開削したほか、中流部において広い
川幅を確保し横堤を整備。

○また、昭和から平成にかけて、下流部への負荷軽減のため、中上流部に洪水調節施設を整備。

明治43年の洪水で甚大な被害が発生。
荒川（現隅田川）沿川は既に市街化が進

行しており、河川の拡幅が困難であったこ
とから、岩淵地点より延長22kmの放水路を
開削した。

中流部において、堤防を整備し広い高水敷
を確保。
これに合わせ横堤の整備を行い、遊水機能

を高めた。

放水路の開削ルート

隅田川の流路
（荒川の旧流路）

明治44年着工、昭和5年完成
岩淵

洪水調節施設の整備

昭和36年に二瀬ダムが完成した。
平成16年に荒川第一調節池が完成した。
平成11年には浦山ダムが、平成23年には滝沢ダムが完成した。

二瀬ダム
（S36）

浦山ダム
（H11）

堤防の整備

荒川第一調節池
（H16）

岩淵

滝沢ダム
（H23）

放水路開削

堤防の整備

二瀬ダム 昭和36年完成 浦山ダム 平成11年完成 荒川第一調節池
平成16年完成

滝沢ダム
平成23年完成

改修前
の河道

改修による
新堤

中流区間における
低水路直線化

平常時

川島町付近 平成11年8月撮影

流れの方向

横堤

本堤

洪水時

本堤 流れの方向

横堤

4

流域の概要（３）

放水路の開削



（２）現状の水害リスク情報
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荒川における過去の主要な災害
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出水時の岩淵水門閉鎖状況（荒川側）

出水時の岩淵水門閉鎖状況（隅田川側）

最高水位
A.P.+６．３ｍ
（１５日１０時）

同時刻の水位
A.P.+１．７０ｍ

最大水
位差

４．６ｍ

堤防高差
５．５ｍ

堤防高
A.P.＋１２．５ｍ

隅田川荒川

地盤高
A.P+2.5m

JR赤羽駅
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出水時の荒川

平常時の荒川

旧岩淵水門

荒
川→

隅
田
川→

岩淵水門

出水時の荒川（平成11年8月豪雨）

岩淵水門の効果（平成11年8月豪雨）



浸水想定区域図等の公表

○水防法改正に伴い、想定し
得る最大規模の降雨を前
提とした荒川水系洪水浸水
想定区域図を、平成28年5
月30日に公表。

○その他、自主的な避難に活
用できる情報として、破堤
地点別時系列浸水区域を
ホームページ等で順次提供
する予定。

○家屋倒壊危険区域について
も、作業が完了次第公表す
る予定。
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最大浸水深



浸水想定区域図等の公表
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最大浸水深（下流拡大）



浸水想定区域図等の公表
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浸水継続時間



浸水想定区域図等の公表
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浸水継続時間（下流拡大）



○ 広域かつ深い浸水となり、浸水面積は約110km2、浸水区域内人口は約120万人に及ぶ
○ 約121万軒の電力供給の停止や個別住宅等での停電など、電気、ガス、上下水道、通信等のライフラインが浸

水により停止
○ 約50km2を超える範囲で２週間以上浸水が継続し、ライフラインが長期にわたり停止するため、孤立時の生活環

境の維持が極めて困難

浸水範囲及びそこに位置する主要な公共施設や企業等

板橋清掃工場

浮間水再生センター

三園浄水場

北清掃工場

新河岸水再生センター

尾久駅・尾久車両センター

明理会中央総合病院

大手町合同庁舎

東京駅

○○銀行本店

▲▲銀行本店

■■銀行本店

東京電力本社

東京国際フォーラム

台東区役所

上野駅

永寿総合病院

東京メトロ本社

蔵前ポンプ所

東尾久浄化センター

田端変電所

東京女子医大二病院 東京都南千住倉庫

荒川給水管理所

隅田川駅

築地中央卸売市場

聖路加国際病院

東京証券取引所

想定堤防決壊箇所

【出典：中央防災会議「大規模水害対策に関する専門調査会報告」（平成22年4月）より作成】

ライフラインの被害

電力 約121万軒

ガス 約31.1万件

上水道 約164万人
（給水制限）

下水道 約175万人
（汚水処理）

約52万加入
（固定電話）

約93万在圏
（携帯電話）

通信

平成24年10月 ハリケーン・サ
ンディ市街地の冠水状況

©USACE 

地下鉄銀座駅入口 浸水状況
（荒川破堤シミュレーション結果）

浸水情報

浸水面積 約110km2

浸水区域内
人口

約120万人

浸水世帯数
約51万世帯
（ 床上浸水:約4 5 万世帯）

（ 床下浸水:約6 万世帯）

死者数 約1,200人
（ 避難率4 0 % の場合）

孤立者数 最大約51万人
（ １日後、避難率4 0 % の場合）
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荒川右岸の堤防が決壊し氾濫すれば都心の低地部に壊滅的な被害が発生



東西線

南北線
つくばエクスプレス

都営浅草線 ＪＲ横須賀線

ＪＲ総武本線

【出典：中央防災会議「大規模水害対策に関する専門調査会報告」（平成22年4月）より作成】

○ 氾濫水が地下空間へ進入することにより、 17路線、97駅、延長約147kmの地下鉄等が浸水し、地下空間から
の逃げ遅れにより人的被害が発生、地下鉄等の機能が麻痺

○ 氾濫水は地表面における拡散のみならず、地下鉄網を伝って荒川から離れた遠隔地にまで到達し、被害が拡大

平成24年10月 ハリケーン・サンディ
地下鉄の浸水状況 ©MTA 

平成15年７月 梅雨前線による豪雨
福岡市営地下鉄博多駅

地下鉄入口での浸水状況
（荒川破堤シミュレーション結果）

映像提供：国土交通省荒川下流河川事務所／NHK

浸水状況
17路線、97駅、
約147km

■ 満管（駅又はトンネルの上端に達した時点）

■ 浸水（水深 2m を超過した時点） 

■ 浸水（水深 5cm を超過した時点） 

□ 浸水なし 

上野

銀座霞が関

東京

大手町

飯田橋

北千住

東池袋

永田町

六本木

国立競
技場

赤羽
岩淵

王子

牛込
柳町

白銀台 泉岳寺

白山

町屋

九段下

浅草

本駒込

都営浅草線

銀座線

都営新宿線

都営大江戸線

都営三田線

南千住

東京都内の地下鉄浸水被害

●1/200確率の洪水
●ポンプ運転 ： 無し
●水門操作 ： 無し

想定堤防決壊箇所
（荒川右岸21km）
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地下鉄、地下街などの地下空間が多数存在



○ 東証一部上場企業大手100社のうち42社（売上高（連結）では47.0％）の企業の本社や、銀行及び証券・商品先物取引業32社
のうち19社（売上高（連結）では89.7％）の企業が浸水し、我が国の社会経済活動が麻痺

東証一部上場企業大手100社本社の浸水状況

東京・千葉・埼玉に本社を有する東証一部上場企業大手100社

東京・千葉・埼玉に本社を有する東証一部上場の銀行・証券等32社

平成24年10月 ハリケーン・サンディ
による市街地の停電状況 ©USACE 

平成23年10月 タイ・チャオプラヤ川の
氾濫によるロジャナ工業団地浸水状況

【出典：中央防災会議「大規模水害対策に関する専門調査会報告」
（平成22年4月）より作成】

東京証券取引所 浸水状況（荒川破堤シミュレーション結果）
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氾濫域に人口・資産が集中
我が国の政治・経済の中枢機能が集積



現状の堤防整備状況
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○ 平成27年3月時点の堤防整備率は荒川下流管内では約92％。
○ 計画断面に対して高さや幅が不足している区間があり、洪水により氾濫する恐れがある。

【凡例】

暫定堤防

完成堤防

整備延長
（km）

完成
（km）

暫定
（km）

進捗率

59.0 54.3 4.7 92％

■堤防整備状況（荒川下流河川事務所管内）



○堤防の整備状況や漏水の被災実績などから、洪水時に水防上特に注意を要する箇所について、
重要度に応じて重要水防箇所として指定している。

重要水防箇所

16

堤防 重要水防

都県名 左右 延長 区間延長

岸別 （km） （km）

箇 所 延長（kｍ） 箇 所 延長（kｍ） 箇 所 延長（kｍ） 箇 所 延長（kｍ）

左岸 19.9 19.3 － － － 26 17.8 7 4 1.5 － 30 19.3 7

右岸 29.7 20.5 － － － 31 18.0 12 6 2.5 － 37 20.5 12

計 49.6 39.8 － － － 57 35.8 19 10 4.1 － 67 39.8 19

※流下能力不足箇所は未計上

荒川上流河川事務所区間を含む

堤防 堤防

要注意区間

堤防

東京都

構造物

箇所

計

堤防 構造物

箇所

重　　　要　　　度

平成２８年度　直 轄 河 川 重 要 水 防 箇 所 調 書  （総括表）

構造物

箇所

Ａ  Ｂ

構造物

箇所



（３）現状の減災に係る取組状況等
①情報伝達、避難計画等に関する事項
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洪水時の情報提供 （洪水予報）

18

○国や都道府県では、洪水時において、予め定められた水位観測所における水位の情報を提供して

いる。この予め定められた水位観測所を「基準水位観測所」という。

○基準水位観測所毎に、災害発生の危険度に応じた基準水位が設定されている。

洪水予報実施区基準地点及び基準水位

⽔ 防 団 待 機 ⽔ 位

洪⽔予報の基準となる基準観測所⽔位

⽔防団が⽔防活動の準備を始める⽬安となる⽔位。

氾 濫 濫 注 意 ⽔ 位

のり崩れ、洗掘、漏⽔などの災害が発⽣する危険性
がある⽔位。⽔防団が出動して河川の警戒にあたる
⽔位。

避 難 判 断 ⽔ 位

市町村⻑による避難勧告等の発令判断の⽬安であり、
住⺠の避難判断の参考になる⽔位。

氾 濫 危 険 ⽔ 位

市町村⻑による避難準備情報の発令判断の⽬安であ
り、住⺠のはん濫に関する情報への注意喚起になる
⽔位。



水防団待機水位

水位

4
（危
険
）

2
（注
意
）

3
（警
戒
）

1

5

レベル

はん濫の発生

はん濫危険水位

避難判断水位

はん濫注意水位

逃げ遅れた住民の救助等

市町村の対応

避難勧告等の発令

避難準備情報の発表

○洪水予報河川では、洪水の予報を行っており、発表する情報としては、「氾濫注意情報」、「氾濫警戒情報」、
「氾濫危険情報」、「氾濫発生情報」の４つがある。

○一方、水位周知河川では、基準水位に到達した旨の情報が発表される。
○平成27年度に氾濫危険水位等の位置づけ等の見直しが行われた。

避難行動に時間を要する
方は避難を開始

通常の避難行動ができる
方は避難を開始

住民に求められる行動

住民の避難完了○○川 氾濫発生情報

○○川 氾濫危険情報

○○川 氾濫注意情報

○○川 氾濫警戒情報

洪水予報で発表される情報

・氾濫注意水位に到達し、さらに水位の上昇が
見込まれるとき

・氾濫注意水位以上で、かつ避難判断水位未満
の状態が継続しているとき

・避難判断水位に達したが、水位の上昇が見込
まれないとき

・氾濫危険水位に達すると見込まれるとき
・避難判断水位に到達し、さらに水位の上昇が

見込まれるとき

・氾濫危険水位に到達したとき
・氾濫危険水位以上の状態が継続しているとき

・氾濫が発生したとき
・氾濫が継続しているとき

氾濫注意水位

氾濫危険水位

氾濫の発生

避難判断水位

注：上記の位置づけ等の見直しは、「越水」に関する
ものであり、「浸透・浸食」については、監視を強化し、
危険がある場合は、上記水位によらず情報提供する
こととしています。

洪水時の情報提供 （洪水予報（水位情報と住民に求められる行動））
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水防団待機水位
はん濫注意水位
避難判断水位
氾濫危険水位
計画高水位

計画高水位 A.P.+8.57m

避難判断水位 A.P.+7.00m

はん濫注意水位 A.P.+4.10m

水防団待機水位 A.P.+3.00m

氾濫危険水位 A.P.+7.70m

岩淵水門（上）水位観測所横断図
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洪水時の情報提供 （岩淵水門（上）水位観測所の設定水位）

旧岩淵水門

岩淵水門（上）水位観測所

荒
川→

新荒川大橋（国道122号）

新
河
岸
川
（隅
田
川
）

荒
川



水害対応チェックリストの作成、周知
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洪水に対しリスクが高い区間の共同点検

22

○流下能力が低い区間や過去に漏水があった箇所など、洪水に対しリスクが高い区間の共同点検を、事務所、
地方公共団体等で実施し、情報共有。

○平成２７年度は１０月～１２月に実施。平成２８年度は現在実施中。

平成28年6月7日板橋区実施状況 平成28年6月8日足立区実施状況



千代田区、中央区、港区、台東区、墨田区、江東区、北区、荒川区、板橋区、
足立区、葛飾区、江戸川区、川口市、蕨市、戸田市、東京都、埼玉県、内閣府、
東京管区気象台、学識経験者、東京電力(株)、東日本電信電話(株) 、
東日本旅客鉄道(株)、東京地下鉄(株)、東武鉄道(株)、京成電鉄(株)、
首都圏新都市鉄道(株)、埼玉高速鉄道(株) 、東京都立高島特別支援学校、
東京都立板橋特別支援学校、板橋区立高島平福祉園、
板橋区立特別養護老人ホームいずみの苑、荒川下流河川事務所、東京国道事務所

協議会の構成員（予定）

○荒川下流河川事務所は、「荒川下流域を対象としたタイムライン（事前防災行動計画）検討会」を設置し、荒川下流右岸が決壊した場合等に備え、鉄道
事業者、通信事業者、自治体等とともに、タイムラインの策定に向けた検討を実施。

○平成27年5月にタイムライン試行案を作成し、運用開始。
○平成28年度から沿川15区市に拡大し、15市区のタイムライン策定を目指し協議会を設立予定。

・カスリーン台風（昭和22年9月）実績をベースに、降雨の条件として概ね200年に
１回程度起こる大雨によるはん濫を想定。風速は台風15号（平成23年9月） 実
績を想定。

１．想定ハザード

＜災害時の役割＞ ・災害時の防災行動チェックリストで対応の漏れを防止
・災害時の判断をサポート

＜平常時の役割＞ ・現状が明確になり、課題を抽出
・地域をつなぐコミュニケーションツール

2．タイムライン策定の目標

・３つのＷＧ（住民、避難行動要配慮者、交通）を立ち上げ、具体的な検討を実施。
・タイムライン試行版に基づき、図上訓練や実践で検証。
・検証結果を踏まえ、タイムライン試行版を見直し。

3．平成27年度までの検討状況

・協議会の開催
・新たに加わる12区市のタイムライン策定
・15区市のタイムライン運用

4．平成28年度以降のスケジュール（予定）

検討会等の開催状況

平成26年 8月21日 「検討会設置会」 「検討会（第１回）」

平成26年12月 3日 「ワーキンググループ（第１回）」

平成26年12月18日 「検討会（第２回）」
・検討ハザード、テーマ別ＷＧメンバー、検討地域、検討内容の決定

＜テーマ別ＷＧの検討内容と検討地域＞

・「住民避難に着目したタイムライン検討ＷＧ【足立区：千住】」
・「避難行動要配慮者に着目したタイムラインＷＧ【板橋区：高島平】」
・「交通の運行状況に着目したタイムライン検討ＷＧ【北区：赤羽周辺】」

平成27年 1月28日 「勉強会」 「テーマ別ワーキンググループ（第１回）」

平成27年 2月 9日 「現地視察」 「テーマ別ワーキンググループ（第２回）」

平成27年 3月 5日 「テーマ別ワーキンググループ（第３回）」

平成26年 7月22日 「検討準備会」

平成27年 4月20日 「テーマ別ワーキンググループ（第４回）」

平成27年 5月19日 「ワーキンググループ（第２回）」

平成27年5月25日 「検討会（第３回）」

荒川氾濫に対するタイムライン（試行案）の公表・運用開始

平成28年 2月 8日 「テーマ別ワーキンググループ（第５回）」

平成28年3月22日 「検討会（第４回）」

荒川氾濫に対するタイムライン（試行版）の公表・運用開始

平成28年度

荒川氾濫に対するタイムラインを15区市に拡大して検討開始

荒川下流タイムライン



○平成２６年８月から北区・板橋区・足立区をモデルエリアとしてタイムラインの検討を開始。

○検討会には、警察・消防はもとより、鉄道事業者や電気通信事業者など多様な主体が参画。

24

荒川下流タイムライン（試行版）

足立区（右岸）

板橋区

北区

＜荒川右岸２１k地点(東京都北区志茂地先)で
氾濫した場合の被害想定＞

浸水面積 約１１０ｋ㎡
被災人口（浸水区域内人口） 約１２０万人
浸水世帯数 約５１万世帯
水没する地下鉄等 １７路線、約１４７km

【検討のモデルエリア】
荒川下流部の氾濫ブロックＲ２（右岸上流）
沿川の北区・板橋区・足立区

東京メトロ NTT東日本

北区足立区

東京消防庁警視庁

JR東日本

荒川下流
東京管区
気象台

東京都

東京電力

板橋区

UR都市機構

板橋特別
支援学校

高島特別
支援学校

つくば
エクスプレス

京成電鉄

東武鉄道
社会福祉法人 東京援護協会
特別養護老人ホームいずみの苑

H27.1.28現地調査 H27.4.20テーマ別WG

社会福祉法人 東京援護
協会 高島平福祉園

平成２７年５月に試行案を作成し運用開始
平成２８年３月に試行版を作成
平成２８年度から15区市に拡大して検討開始

平成２６年８月に検討会を発足
多岐にわたる機関が参加し、活発に議論



荒川下流タイムライン（試行版）のイメージ
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避難場所・避難経路

〇各区市の地域防災計画において、区市内の避
難場所等を設定している。

○広範囲が浸水する場合等を想定し、区市内だ
けでなく隣接区市の避難場所への広域避難
についても事前に検討・調整しておくことが必
要である。

＜洪水ハザードマップ（江戸川区の例）＞

26

地域防災計画

出典：江戸川区ＨＰ



住民等への情報伝達の体制や方法

27

〇河川水位、洪水予報、ライブ映像等の情報をホームページやテレビを通じて伝達している。
○情報の入手しやすさや切迫感の伝わりやすさを向上させる必要がある。

デジタル放送のデー
タ放送で河川水位を
確認出来る

防災無線や電話回線を通じて避難情報を通知(併せてWEB公開)

PC・スマホから川の防災情報を入手PC・スマホでライブ映像が確認できる

洪水予報や水防警
報などの情報を入
手できる

リアルタイムで川
の水位情報を確認
できる。



市区町村へのリアルタイム情報の充実

28



連絡会の開催

29

水防連絡会の開催

地下空間等浸水危機管理連絡会の開催

荒川の直轄管理区間内の浸水想定区域内にある地下街等の施設で、洪水時の円滑かつ迅
速な避難の確保及び洪水時の浸水防止が図れるよう、連絡会を開催。

河川法、災害対策基本法及び水防法の趣旨に基づき、直轄管理区間内の水防関係機関との
協力及び連絡を密にし、同区間の河川管理に万全を期すために連絡会を開催。

埼玉県、さいたま県土整備事務所、東京都、第四建設事務所、第五建設事務
所、第六建設事務所、江東治水事務所、東京消防庁、第五消防方面本部、第
六消防方面本部、第七消防方面本部、第八消防方面本部、第九消防方面本
部、第十消防方面本部、蕨市、川口市、戸田市、板橋区、北区、足立区、葛飾
区、墨田区、江戸川区、江東区、戸田市消防本部、川口市消防局、王子消防
署、赤羽消防署、志村消防署、千住消防署、足立消防署、西新井消防署、本
田消防署、江戸川消防署、火災消防署、城東消防署、向島消防署、

東日本旅客鉄道（株） 、東京地下鉄（株） 、東日本電信電話（株） 、八重洲地下街（株）、埼玉高速鉄道（株）、埼玉県、東
京都、東京消防庁、警視庁、蕨市、川口市、戸田市、千代田区、中央区、港区、台東区、荒川区、板橋区、北区、足立区、
葛飾区、墨田区、江戸川区、江東区、川口市消防局

〈参加機関〉

〈参加機関〉

平成28年4月26日

平成28年4月26日



（３）現状の減災に係る取組状況等
②水防に関する事項
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洪水時の情報提供 （水防警報）

31

○ 洪水、津波又は高潮により災害が起こるおそれがあるとき、水防を行なう必要がある旨を警告して
行う発表を水防警報という。

洪水予報実施区基準地点及び基準水位

＜水防警報区域図＞

＜水防警報区の関係都県及び水防管理団体＞

＜水防警報区及び実施機関＞



〇荒川下流河川事務所と沿川市区を光ファイバー等で接続し、河川水位やライブ映像を提供している。
○ライブ映像１０箇所をホームページで提供しているが、各市区の防災対策や住民の避難行動の判

断に必要な箇所について、順次拡大する必要があるか検討する。

河川水位等に係る情報提供

32

水位データ

ライブ映像

河川水位、ライブ映像一覧表



河川の巡視

氾濫注意水位を超えた時点
から河川巡視に「状況把握
班」を加え、洪水時の河川状
況を把握している。

〇出水時には、水防団等と河川管理者がそれぞれ河川巡視を実施している。
〇堤防決壊の恐れのある箇所で土のう積み等の水防活動が的確に行われるよう、水防団等と河川管

理者で、河川巡視で得られた堤防や河川水位の状況等の情報の共有等を進める必要がある。

【岩淵水門（上）水防警報区間】

岩淵出張所 小名木川出張所

33

小名木川出張所岩淵出張所

【岩淵水門（上）水防警報区間】

【治水橋
水防警報区間】

【治水橋
水防警報区間】

西浦和
出張所

西浦和
出張所



水防資機材の整備状況

34

○水防資器材については、水防管理団体が水防倉庫等に備蓄しているが、河川管理者が持つ資器
材も、水防計画に基づき緊急時に提供している。

〇水防団等と河川管理者が連携して的確な水防活動を推進するため、資機材に係る情報を共有し、
適切な配置の検討等を進める必要がある。

○荒川下流の備蓄状況一例

【浮間防災ＳＴ】
・割栗石 ：約1,730m3
・根固めﾌﾞﾛｯｸ ：850個
・土のう ：19,600袋
・大型土のう ：800袋
・ハット型鋼矢板：640枚
・ブルーシート：530枚
・その他

【岩淵出張所】
・土のう ：34,200袋
・大型土のう ：1,560袋
・ハット型鋼矢板：240枚
・ブルーシート：1,250枚
・その他

【小名木川出張所】
・根固めﾌﾞﾛｯｸ ：110個
・土のう ：2,500袋
・大型土のう ：630袋
・ブルーシート：175枚
・その他

岩淵出張所 小名木川出張所

岩淵出張所 小名木川出張所

岩淵出張所

浮間防災ＳＴ

小名木川出張所
荒川下流河川事務所

西浦和
出張所

西浦和
出張所



洪水時はこのように利用されます。

平常時はこのように利用する事ができます。

鋼矢板

（格納庫）

根固め ブ
ロック

割栗石

水防センター

割栗石

水防センター

鋼矢板（格納庫）

根固めブロック

堤防等が損傷した
際、応急復旧用の
資材として使用す
る根固めブロック
を備蓄しています。

水防活動や復旧活動を行う前線基
地となり、建物内には水防活動用の
備蓄資材も保管しています。

堤防等が損傷した際、応
急復旧用の資材として根
固めブロックと共に資材と
して使用する割栗石を備
蓄しています。

堤防等が損傷した際、応急復旧
用の資材として使用する鋼矢板
を備蓄しています。

割 栗 石

北区の緑地公園として利用できます。

防災拠点として災害を未然に防ぎ、洪水時には根固めブ
ロックなどの資材で壊れた堤防をふさぎます。

35

浮間防災ＳＴ（浮間地区 荒川防災ステーション）

荒川→

○浮間地区荒川防災ステーションは、洪水時や地震時に、水防活動や復旧活動を行うために
必要な資材を備蓄した防災拠点として、北区と国土交通省が共同で整備。



（３）現状の減災に係る取組状況等
③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項

36



排水施設、排水資機材の操作・運用

37

○排水ポンプ車や照明車等の災害対策車両・機器は平常時から定期的な保守点検を行うとともに、
機械を扱う職員等への教育体制も確保し、常時、災害発生による出動体制を確保。

関東地方整備局災害対策機械配置状況 （平成27年4月）

出動排水ポンプ車数：４１台



排水施設、排水機材の操作・運用

38

○荒川下流河川事務所では、災害対策車両として排水ポンプ車１台、照明車１台を保有。
○国土交通省職員、沿川市区の職員及び災害協定会社等を対象に操作訓練を行い災害に備え

ている。

排水ポンプ車 照明車

操作訓練 活動状況（平成27年9月）



排水施設、排水資機材の操作・運用

39

〇関東・東北豪雨では、排水ポンプ車等により氾濫水の排水を実施し、10日間で宅地及び公共施設
等の浸水が概ね解消。

○排水路、排水施設等に係る情報を関係者間で共有した上で、円滑な排水について事前に検討して
おくことが必要である。

＜鬼怒川の例＞



排水機場の耐水化（荒川下流）

40

○荒川下流管内では、綾瀬排水機場及び新芝川排水機場において、大規模水害時の耐水が十分で
ないため、浸水時にも継続して排水ポンプの運転が可能となるよう施設の耐水化を実施する。

昭和53年に暫定完成
現況ポンプ規模 50m3/s

昭和59年度に暫定完成
現況ポンプ規模 100m3/s

新芝川排水機場 綾瀬排水機場

水密扉

耐水化の例（水密扉） 耐水化の例（防水壁）



（３）現状の減災に係る取組状況等
④堤防等河川管理施設の整備に関する事項
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荒川水系河川整備計画の概要（１）

河川整備計画の対象期間は概ね30年間
戦後最大洪水（昭和22年9月カスリーン台風）と同規模の洪水による災害の発生を防止
伊勢湾台風と同規模の台風が東京湾に最も被害をもたらすコースを進んだ場合に発生すると想

定される高潮による災害の発生を防止
計画規模を上回る洪水や整備途上において施設能力を上回る洪水等が発生した場合においても、

人命・資産・社会経済の被害をできる限り軽減
必要な対策を実施することにより地震、津波による災害の発生を防止または軽減

荒川整備計画流量図

（ ）は、ダム等の洪水調節施設がない場合の流量

河川整備計画対象区間 42



荒川水系河川整備計画の概要（２）

■洪水を安全に流下させるための対策
堤防の整備，河道掘削，橋梁架替・橋梁部周辺対策
洪水調節容量の確保

■浸透・侵食対策
■高潮対策
■超過洪水対策
■内水対策
■地震・津波遡上対策
■危機管理対策

43



洪水調節施設

44
荒川第一調節池

国交省

水資源機構

水資源機構

国交省

荒川水系における洪水調節施設

有馬ダム（県）

合角ダム（県）

浦山ダム（水）

滝沢ダム（水）

二瀬ダム（国）



洪水調節施設（二瀬ダム）

二瀬ダムの効果（国交省）
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平成27年9月の台風18号における、浦山ダムの効果
浦山ダムでは「東京ドーム約３個分」の洪水をダムに貯留しました。

浦山ダム流域の雨量は、流域平均で総雨量２７０ｍｍに達しました。
浦山ダムへの流入量は、防災計画上、防災操作を開始する６０ｍ３／ｓを超え、
最大流入量約１４９ｍ３／ｓを記録しました。
浦山ダムでは、ダムへの流入量の一部を貯留し下流へ流す量を減量しました（最
大流入時（１４９ｍ３／ｓ）にダムから放流した水量は２２ｍ３／ｓで、１２７ｍ３

／ｓを低減）。
この出水に対し、ダムに貯留した合計量は約３５５万ｍ３で、東京ドーム約３個
分を貯めたことになります。

平成27年9月の台風18号における、浦山ダムの効果
ダムで貯留することにより、ダム下流部での河川水位を低下させました。

浦山ダムで貯留することにより、ダムから約１．５ｋｍ下流の花御堂（秩父市荒川
久那）地点の水位は、ダムが無いと仮定した場合の水位と比較して、０．３ｍ水位
が低下していると想定されます。

想定される浦山ダムによる水位の低減効果

低減された水量を
ダムから放流

想定される浦山ダムによる水位の低減効果

洪水調節施設（浦山ダム）

浦山ダムの効果（水資源機構）
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平成27年9月の台風18号における、滝沢ダムの効果
滝沢ダムでは「東京ドーム約０．６個分」の洪水をダムに貯留しました。

滝沢ダム流域の雨量は、流域平均で総雨量１７７ｍｍに達しました。
滝沢ダムへの流入量は、防災計画上、防災操作を開始する１００ｍ３／ｓを超え、
9月9日14時27分に最大流入量約１７１ｍ３／ｓを記録しました。
この出水に対し、滝沢ダムでは、ダムへの流入量の約４割に当たる量を貯留し、
下流へ流す量を最大で約６４ｍ３／ｓを低減しました。
なお、ダムに貯留した合計量は約７１万ｍ３で、東京ドーム約０．６個分を貯め
たことになります。

平成27年9月の台風18号における、滝沢ダムの効果
ダムで貯留することにより、ダム下流部での河川水位を低下させました。

滝沢ダムで貯留することにより、ダムから約１．５ｋｍ下流の太平橋（秩父市大
滝）地点の水位は、ダムが無いと仮定した場合の水位と比較して、０．５ｍ水位
が低下していると想定されます。

想定される滝沢ダムによる水位の低減効果

想定される滝沢ダムによる水位の低減効果
低減された水量を

ダムから放流

【推定】ダム無し水位

【実績】ダム有り水位

洪水調節施設（滝沢ダム）

滝沢ダムの効果（水資源機構）
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横堤（荒川中流部）

○堤防から直角に張り出した堤防が「横堤」で、洪水
の勢いを緩和し、下流へ流れる洪水の水量を調節
し少なくする等の遊水効果を高めることを目的に
昭和初期に設置。

○糠田橋（鴻巣市－吉見町）付近から笹目橋（戸田
市－板橋区）付近の間で27本の横堤が設置され
た。



○調節容量約3,900万m3をもつ荒川第一調節池では、建設中であった平成１１年８月に洪水が流入し、また、完

成後の平成19年9月に洪水調節を行うなど、調節地としての機能を発揮している。

施設完成後に平成11年8月洪水が起

こったとしたら、約2000万m3の洪水を

調整し、下流地点（笹目橋）のピーク流

量を約560m3/sec、水位は約30cm低滅

したと考えられます。

49

洪水調節施設の運用（荒川第一調節池）
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洪水を安全に流すためのハード対策

東京都

L=0.03km

L=0.22km

L=0.04km

L=0.03km

直轄河川管理区間

流下能力対策
浸透対策
パイピング対策
侵食対策

凡 例

※具体の実施箇所、実施時期等については、現地状
況や洪水被害状況等を踏まえ、必要な調査検討等
を行い、実施予定。

※荒川下流河川事務所で今後概ね５年間で実施する
区間を記載。



○京成押上線が平成１４年に架替え事業が完成。
○現在、京成本線荒川橋梁架替えに向けて調査・設計などを実施中。

京成本線荒川橋梁

地盤沈下による桁下高の低下

架替後の京成押上線
51

洪水を安全に流すためのハード対策
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危機管理型ハード対策

東京都

L=0.53km

L=0.07km

L=0.02km

L=0.38km

L=0.27km

L=0.05km

L=0.03km

L=0.27km

L=0.29km

L=0.27km

※具体の実施箇所、実施時期等については、現地
状況を踏まえ、必要な調査検討等を行い、実施
予定。

※危機管理型ハード対策と併せて、住民が自らリ
スクを察知し、自主的に避難できるようなソフト
対策を実施予定。

※荒川下流河川事務所で今後概ね５年間で実施
する区間を記載。

L=0.35km

L=0.45km

直轄河川管理区間

凡 例

天端保護工
法尻保護工


